資料３－６

衛生管理特別指導事業場月報

令和　　年　　月分(報告期日翌月10日)

	事業の種類
	
	事業場名
	

	所在地
	Ｔｅｌ

Ｆａｘ

	労働者数
	男
	
	女
	
	計
	
	連絡責任者氏名
	


疾病発生状況

	区分
	男
	女
	計

	月末在籍常用労働者数
	Ａ
	
	
	

	在籍労働者の延所定労働日数
	Ｂ
	
	
	

	在籍労働者の延労働時間数
	Ｃ
	
	
	

	疾病による休業件数
	Ｄ
	
	
	

	休業延日数
	疾病
	Ｅ
	
	
	

	
	負傷
	Ｆ
	
	
	

	
	その他
	Ｇ
	
	
	

	
	計
	Ｈ
	
	
	

	休業日数率
	疾病（Ｅ/Ｂ×１００）
	
	
	

	
	負傷（Ｆ/Ｂ×１００）
	
	
	

	
	その他（Ｇ/Ｂ×１００）
	
	
	

	
	計（Ｈ/Ｂ×１００）
	
	
	

	病休千人率（Ｄ/Ａ×１，０００）
	
	
	

	病休度数率（Ｄ/Ｃ×１，０００，０００）
	
	
	

	病休強度率（Ｅ/Ｃ×１，０００）
	
	
	


改善計画進捗状況
	区分

改善事項
	当月の改善計画進捗状況
	進捗率
	備考

	
	
	
	


上記のとおり報告します。
令和　　年　　月　　日

　　労働基準監督署長　殿

事業者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
月報の作成要領

（イ）Ａ月末在籍労働者数は、当月末における在籍労働者数を記入すること。

（ロ）Ｂ在籍労働者の延所定労働日数は、当月の在籍労働者の所定労働日数の総計を

　　記入すること。所定休日に労働した場合でも、その日は算入しないこと。また、

　　天災・労働争議等のため、就労できなかった日は算入しないこと。

（ハ）Ｃ在籍労働者の延実労働時間数は、当月の在籍労働者の実労働時間の総計を記入す

　　ること。残業時間数、休日労働時間数も算入すること。

（ニ）Ｄ疾病による休業件数は、当月中に労働者が疾病により休業した回数を記入する

　　こと。これには年休のうち疾病によることが明らかな者を含めること。前月から引

　　き続き休業した場合は、Ｄ欄に１（１）と記入し、４~３月分の集計の際（　）内

　　の件数を減じて、休業件数が重複しないよう留意すること。

（ホ）Ｅは第１表の⑥に⑦の（　）内の日数の延数を加えた延日数

Ｆは第１表の⑤、

Ｇは第１表の⑦＋⑧から⑦の（　）内の日数の延数を減じた延日数、

Ｈは第1表の⑨の合　　計数と一致させること。


（ヘ）疾病休業日数率＝　　　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　

　　少数点以下2位未満を四捨五入して、小数点以下2位まで表示すること。（以下同じ）


（ト）負傷休業日数率＝　　　　　　　　　　　　　　　　×１００


（チ）その他休業日数率＝　　　　　　　　　　　　　　　×１００


（リ）病休件数年千人率＝　　　　　　　　×１０００


（ヌ）病休度数率＝　　　　　　　　　　　　　　　　×１，０００，０００


（ル）病休強度率＝　　　　　　　　　　　　　　　××１０００

（オ）疾病件数欄の記入に当たっては、前月から引続き休業した者の記入は、

　　　Ｄ欄の記入と同様に処理すること。

　　　疾病休業延日数


在籍労働者の延所定労働日数





　　　負傷休業延日数


在籍労働者の延所定労働日数





　　その他休業延日数


在籍労働者の延所定労働日数





疾病休業件数


在籍労働者数





　　　　疾病休業件数


在籍労働者の延実労働時間数





　　　疾病休業延日数


在籍労働者の延実労働時間数








